
令和８年８月６日（№08-09） 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＡ共済連（全国共済農業協同組合連合会・代表理事理事長 村山 美彦）は、経済産業省が

定めるＤＸ認定制度に基づく『ＤＸ認定事業者』として、令和８年７月１日付で認定されまし

たのでお知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 ＪＡ共済連は、豊かで安心して暮らすことのできる地域社会づくりに貢献するというＪＡ共

済事業の使命の実現に向け、これまでも組合員・利用者の皆さまの多様化するニーズへの対応

や利便性向上のため、デジタル技術の活用に取り組んでまいりました。 

このたびの認定は、「令和７年度から９年度 ＪＡ共済３か年計画」において推進している、

ＡＩの利活用を含めたデジタル活用の戦略や、それを支えるガバナンス体制など、組織全体の

ＤＸ推進に向けた取組みが、国の定める基準を満たしていると認められたものです。 

 

■ ＤＸ認定制度とは 

ＤＸ認定制度とは、「情報処理の促進に関する法律」に基づき、ＤＸ推進に向けたビジョンや

戦略、推進体制などが、経済産業省の定める「デジタルガバナンス・コード（※）」の基本的事

項に対応している事業者を国が認定する制度です。 

 ※ＤＸ認定制度の詳細については、以下リンクをご確認ください。 

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-nintei/dx-nintei.html 

 

ＪＡ共済連では、今後も引き続き、最先端のデジタル技術を積極的に活用し、組合員・利用

者・地域住民の皆さまの暮らしに寄り添い、一層の安心をお届けできるよう取り組んでまいり

ます。 

以 上 

ＪＡ共済連、経済産業省が定める『ＤＸ認定』を取得 

N e w s  R e l e a s e 

（※）デジタルガバナンス・コード・・・経済産業省が、２０２０年１１月に、事業者の 

ＤＸに関する自主的な取組みを促すため、デジタル技術による社会変革を踏まえた経営ビ

ジョンの策定・公表といった経営者に求められる対応を取りまとめたもの。 

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-nintei/dx-nintei.html

